
■ 食品分類別の放射性セシウム濃度の分布 

食品分類 
内訳（上段：件数／下段：割合） 

50 Bq/kg 以下 50 Bq/kg 超過 

乳 3,459 0 
100% 0% 

乳児用食品 886 0 
100% 0% 

総計 4,345 0 
100% 0% 

食品分類 
内訳（上段：件数／下段：割合） 

10 Bq/kg 以下 10 Bq/kg 超過 

飲用茶 975 13 
98.7% 1.3% 

水 508 0 
100% 0% 

総計 1,483 13 
99.1% 0.9% 

○基準値100Bq/kgの食品 ○基準値50Bq/kgの食品 

○基準値10Bq/kgの食品 

食品分類 
内訳（上段：件数／下段：割合） 

50 Bq/kg 未満 50～100 Bq/kg 100 Bq/kg 超過 

一般野菜 
（山菜含む） 

13,168 126 144 
98.0% 0.9% 1.1% 

根菜 4,577 77 54 
97.2% 1.6% 1.1% 

キノコ類 3,223 310 315 
83.8% 8.1% 8.2% 

果実・種実 5,226 65 16 
98.5% 1.2% 0.3% 

豆類 4,642 73 21 
98.0% 1.5% 0.4% 

米 8,664 619 84 
92.5% 6.6% 0.9% 

穀類 
（米除く） 

4,852 83 14 
98.0% 1.7% 0.3% 

水産物 
（海藻除く） 

15,382 1,068 970 
88.3% 6.1% 5.6% 

海藻 108 0 0 
100% 0% 0% 

牛肉 147,875 19 6 
99.983% 0.013% 0.004% 

肉・卵 
（牛肉・野生鳥獣肉除く） 

1,661 3 2 
99.7% 0.2% 0.1% 

野生鳥獣肉 425 224 349 
42.6% 22.4% 35.0% 

乳製品 495 0 0 
100% 0% 0% 

総計 210,298 2,667 1,975 
97.8% 1.2% 0.9% 

注） それぞれ平成24年4月から平成25年1月末までの実績 
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食品衛生法に 
基づく検査 

当該ロットは  
法違反 

として処理 
原災法に基づき 
出荷制限* 

原災法に基づき 
摂取制限 

■ 原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制限 

原子力災害対策特別措置法(原災法)に基づく指示 
地域的な広がりが確認された場合に「出荷制限」 
著しく高濃度の値が検出された場合は「摂取制限」 

基準値を 
超えた場合 

地域的な広がり 
が確認された 

著しく高い値 
が確認された 

■出荷制限・摂取制限の品目・区域の設定条件  
 地域的な広がりが確認された場合に、地域・品目を指定して設定。 
 地域は、都道府県域を原則。ただし、自治体による管理が可能であれば、 
 管理状況等を考慮し、市町村・地域ごとに細分して区域を設定。 

■出荷制限・摂取制限の品目・区域の解除 
 当該自治体からの申請による。 
 解除対象の区域は、集荷実態等を踏まえ複数区域に分割が可能。 
 直近１ヶ月以内の検査結果が、１市町村当たり、３か所以上、すべて基準値以下  
                                     など 
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県名 出荷制限品目 

福島県 

(一部地域) 原乳、ホウレンソウ・カキナ等の非結球性葉菜類、キャベツ等の結球性葉菜類、ブロッコリー等のアブラナ科の花蕾類、カブ、 原木シイタケ
(露地・施設栽培)、原木ナメコ(露地栽培)、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノコ、わさび(畑において栽培されたものに限る。)、くさそ
てつ(こごみ)、たらのめ(野生のものに限る。)、ふきのとう(野生のものに限る。)、こしあぶら、ぜんまい、わらび、ウメ、ユズ、クリ、キウ
イフルーツ、小豆、大豆、米(平成23・24年産注1)、ヤマメ(養殖を除く。)、ウグイ、ウナギ、アユ(養殖を除く。)、イワナ(養殖を除く。)、コ
イ(養殖を除く。)、フナ(養殖を除く。)、イノシシ肉、クマ肉  

(全域) 牛肉注1)、カルガモの肉、キジの肉、ノウサギの肉、ヤマドリの肉、海産物(40種) 
青森県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 

岩手県 
(一部地域) 原木クリタケ(露地栽培)、原木シイタケ(露地栽培)、原木ナメコ(露地栽培)、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノコ、こしあぶら、ぜんま

い、せり(野生のものに限る。)、わらび(野生のものに限る。)、大豆、ソバ注1、クロダイ、スズキ、イワナ(養殖を除く。)、ウグイ 
(全域) 牛肉注1)、シカ肉、クマ肉、ヤマドリ肉 

宮城県 
(一部地域) 原木シイタケ(露地栽培)、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノコ、くさそてつ(こごみ)、こしあぶら、ぜんまい、大豆、ソバ注1、ヒガンフ

グ、ヒラメ、イワナ(養殖を除く。)、ヤマメ(養殖を除く。)、ウグイ 
(全域) 牛肉注1)、イノシシ肉、クマ肉、クロダイ、スズキ 

山形県 (全域) クマ肉 

茨城県 
(一部地域) 原木シイタケ(露地・施設栽培)、タケノコ、こしあぶら(野生のものに限る。)、茶、マダラ、ヒラメ、アメリカナマズ(養殖を除く。)、ギンブ

ナ(養殖を除く。)、ウナギ 
(全域) イノシシ肉注1)、イシガレイ、コモンカスベ、シロメバル、スズキ、ニベ 

栃木県 
(一部地域) 原木シイタケ(露地・施設栽培)、原木クリタケ(露地栽培)、原木ナメコ(露地栽培)、キノコ類(野生のものに限る。)、タケノコ、くさそてつ(こ

ごみ)(野生のものに限る。)、こしあぶら(野生のものに限る。)、さんしょう(野生のものに限る。)、ぜんまい(野生のものに限る。)、たらのめ
(野生のものに限る。)、わらび(野生のものに限る。)、クリ、茶、イワナ(養殖を除く。)、ヤマメ(養殖を除く。) 

(全域) 牛肉注1)、イノシシ肉注1)、シカ肉 
群馬県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。)、イワナ(養殖を除く。)、ヤマメ(養殖を除く。)、茶  (全域) イノシシ肉、クマ肉、シカ肉、ヤマドリの肉 
埼玉県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 
千葉県 (一部地域) 原木シイタケ(露地・施設栽培)、タケノコ、茶、ギンブナ     (全域) イノシシ肉注1) 
新潟県 (一部地域) クマ肉 
山梨県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 
長野県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 
静岡県 (一部地域) キノコ類(野生のものに限る。) 

注1) 福島県・岩手県・宮城県・栃木県の牛肉、茨城県・栃木県・千葉県のイノシシ肉、福島県の24年産米及び岩手県・宮城県のソバに係る出荷制限については、知事の管理
下のもとで出荷するものについて一部解除 

注2) 太字については、平成24年4月以降、新たに出荷制限の指示又は指示対象範囲が拡大した品目を指す 

■ 原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制限の対象食品 
(平成25年1月31日時点) 

16 



 ■検疫所や国立試験研究機関において、引き続き、地方自治体の     
    検査を支援(自治体がサンプリングした検体の検査を国の機関で実施)  

 ■流通段階の食品の買上調査を実施し、必要に応じ自治体による   
    検査強化を要請 
 ■厚生労働省において、地方自治体による検査結果を集約し、 
    基準値を超えなかったものも含め、迅速に公表 
 ■地方自治体等の機器整備に対して、支援措置を実施  
 (厚労省) 都道府県、保健所設置市、特別区の行う食品衛生法に基づく 
                   食品中の放射性物質検査に必要な検査機器導入に対する補助 
 (農水省) 都道府県、市町村、農業者団体等の食品中の放射性物質検査に 
                   必要な検査機器導入に対する支援 
 (消費者庁)住民が消費する食品の放射性物質検査を行おうとする都道府県、 
         市町村への機器貸与 

●基本的な考え方 
  関係省庁が連携して、地方自治体でのモニタリング検査の実施を支援し、 
 食の安全・安心の確保に努める。 

■ 食品の検査体制整備等への国の支援 
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１．広報の実施 
 

○政府広報 
  平成24年度の政府の重点広報テーマの一つとして、新聞、ラジオ、インターネット等の媒体 
 により、幅広く基準値や検査体制等について広報を実施。 
 

○キャンペーン「食べものと放射性物質のはなし」 
  平成24年９月～12月まで、関係省庁（消費者庁、内閣府食品安全委員会、農林水産省） 
 と連携し、スーパーマーケットの食品売り場や公共施設等において、ポスターの掲示や、 
 リーフレットの配布を実施。 
 

○厚生労働省のホームページ「食品中の放射性物質への対応」における情報提供 
  基準値の概要資料、Ｑ＆Ａ、試験法や検査計画に関するガイドライン等を掲載。また、 
 地方自治体からの検査結果をとりまとめ、基準値超過の有無に関わらず全てを公表。 
 

○その他 
 ・リーフレット：基準値の概要について、一般消費者向けのリーフレットを作成。 
 ・ラジオ：内閣府被災者生活支援チームによる福島県内のラジオ放送で基準値について説明。   
 ・地方自治体の広報誌等による広報：都道府県や市町村の広報誌等への広報・周知を要請。 
 

２．説明会の開催 
 

○ 消費者、生産者等との意見交換会 
  食品中の放射性物質の基準値等について、消費者、事業者、生産者等を 
 対象に、関係省庁および地方自治体と連携しながら、全国各地で意見交換 
 会を開催。(平成23年度：７箇所、平成24年度：平成25年2月1日時点で27箇所開催) 
 
 

○講演会等への講師派遣 
  地方自治体及び団体が主催する講演会等にも積極的に担当者を派遣。 

■ 食品中の放射性物質対策に関するリスクコミュニケーションの主な取組 
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